
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い閑
静な住宅地域

下大利3 ㎞

特にない 基準方位北、４．
５ｍ市道

下大利駅南西方3 ㎞

市内は人口増加を背景に取引市場が好調を維持し、連続立体事業等に
よる生活利便性の向上に期待が高まっている。

高台に位置するため利便施設等への接近性はやや劣るが、需要は堅調
に推移している。

個別的要因に変動はない。

高台の大規模住宅団地として良好な住環境を維持しており、当分の間、現況用途を維持する。住宅地需要は堅調
に推移し、当分の間、地価は上昇基調を維持すると予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

当該地域は自己利用を前提とした戸建住宅団地内に存し、収益獲得目的のアパート等の想定は非現実的であるとして収
益還元法は非適用とした。比準価格は現実の取引に基づく信頼性の高い事例に適正な補修正を施しており、地域市況を
実証的かつ客観的に表す価格となった。以上より、前年度当該基準地価格との均衡、単価と総額との関連、及び同一需
給圏の推移動向等を総合的に勘案のうえ、比準価格をもって、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は大野城市南部、春日市及び太宰府市との行政界付近に位置する住宅地域一円である。需要者の中心は福岡
都市圏へ通勤する個人である。圏内の住宅地需要は総じて堅調であり、特に幹線道路背後に位置する平坦地の住宅地需
要が強含みで推移しており、相場より高値の取引が散見される。中心となる価格帯は、７０坪の土地で約１千５百～６
百万円程度、新築戸建であれば、３千万円前半程度である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

大野城(県) － 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

大野城(県)　 － 1 福岡県 福岡第５ 不動産鑑定士 中村　光子

ひかり不動産鑑定

令和 元 6 28

令和 元 7 5

（その他）

大野城市南ヶ丘６丁目２９番
｢南ヶ丘６―１７―３｣

226

1：1.5 ＬＳ 2

南東4.5 m

市道

水道、

ガス、

下水

１低専
(40,60)

80 100 190 80 戸建住宅地

13 18 230 長方形

１低専
(40,60)

戸建住宅地 方位 +3.0

68,000

／

／

／

平成31

1.2

15,400,000 68,000

□ □

□ □

□ □

■
65,000

+4.6



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容
イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

大野城１Ｃ

大野城１Ｃ

大野城１Ｃ

大野城１Ｃ

大野城市

大野城市

大野城市

大野城市

建付
地

更地

建付
地

建付
地

台形

長方形

ほぼ長
方形

台形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

宅地-2大野城(県) － 1

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

103.0

68,000

1310

南東9.8 m市道 １低専
(40,60)

+0.38

0.0 0.0 0.0

+3.0 0.0 0.0

70,180 100.0

102.3

100.0 103.0 69,703 106.0 65,758 67,700

+6.0 0.0 0.0

0.0 0.0

103.0

68,000

1305

南東4.8 m市道 １低専
(40,60)

+0.51

0.0 0.0 0.0

+3.0 0.0 0.0

72,639 100.0

104.6

／  103.0 73,767 111.1 66,397 68,400

0.0 +1.0 +10.0

0.0 0.0

103.0

68,000

907

東6.1 m市道 １低専
(40,60)

+0.38

0.0 0.0 0.0

+2.0 0.0 0.0

67,340 100.0

103.4

100.0 102.0 68,264 108.2 63,091 65,000

+2.0 +2.0 +4.0

0.0 0.0

103.0

68,000

606

北7.3 m市道 １低専
(40,60)

+0.50

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

70,885 100.0

104.5

100.0 100.0 74,075 110.3 67,158 69,200

+5.0 +2.0 +3.0

0.0 0.0

103.0

68,000



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地
事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場

当該地域は自己所有を前提とした住宅が区画整然と建ち並ぶ既成団地内に存し、収益獲得を目的とした賃貸アパ
ート等を想定することは非現実的であることから、収益還元法は非適用とした。

⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3大野城(県) － 1

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□■

□

□

■ 既成市街地のため、原価法は適用できない。

□□□ ■



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が建ち並
ぶ郊外の住宅地域

下大利3.5 ㎞

特記すべき事項はない。 基準方位北、６ｍ
市道

下大利駅南方3.5 ㎞

　大野城市の人口は、順調に増加を続けており、住宅ローンの低金利
や減税政策等から、住宅取得マインドは依然として強い。

　市郊外の利便性が劣る住宅団地である。市街地での需要ひっ迫から
、郊外エリアでも一定の取引が見られ、地価も上昇傾向で推移。

　個別的要因に変動はない。

中規模一般住宅が整然と建ち並ぶ郊外丘陵地の大型住宅団地で、熟成度は高い。変動要因は特になく、当分は現
状を維持すると予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

　自用の戸建住宅を中心とする郊外の住宅団地であり、賃貸市場が未成熟であることから収益還元法の適用を断念した
。本件評価においては、市場の実態を反映した実証的な試算価格である比準価格を標準とし、指定基準地との均衡にも
留意のうえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、大野城市郊外に広がる高台の戸建住宅団地と判定した。需要者は、福岡都心部に通勤する勤労者世帯が
中心となる。近隣地域は、市内の他の住宅団地と比較して利便性の点で劣るが、鉄道沿線や平坦部の住宅地が品薄とな
っていることから、需要が外縁部へと広がってきたため、一定の購買層が見られる。取引の中心的価格帯は、土地のみ
で１，５００万円前後、土地建物総額で３，０００万円～３，５００万円である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

大野城(県) － 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

大野城(県)　 － 2 福岡県 福岡第５ 不動産鑑定士 槇　由紀

株式会社福岡山ノ手鑑定舎

令和 元 6 24

令和 元 7 8

（その他）

大野城市つつじヶ丘４丁目８４６番３７
｢つつじヶ丘４－４－３｣

233

1：1.2 ＬＳ 2

北西6 m

市道

水道、

ガス、

下水

１低専
(40,60)

100 50 100 100 戸建住宅地

14 18 250 長方形

１低専
(40,60)

戸建住宅地 方位 0.0

62,500

／

／

／

平成31

1.2

14,600,000 62,500

□ □

大野城(県) 1

65,000

104.6

103.0 105.9

100.0
62,300

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

-2.0

+1.0

+7.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
59,500

+5.0



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容
イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

大野城１Ｃ

大野城１Ｃ

大野城１Ｃ

大野城１Ｃ

大野城市

大野城市

大野城市

大野城市

建付
地

建付
地

建付
地

更地

ほぼ整
形

ほぼ正
方形

ほぼ長
方形

長方形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

売急ぎ

正常

宅地-2大野城(県) － 2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

62,500

202

北西5 m市道 １低専
(40,60)

+0.42

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

55,520 100.0

103.4

100.0 100.0 57,408 93.0 61,729 61,700

-1.0 +1.0 -7.0

0.0 0.0

100.0

62,500

309

北西7.8 m市道
北東5.8 m

角地

１低専
(50,60)

+0.42

0.0 0.0 0.0

+3.0 0.0 0.0

62,794 100.0

102.9

100.0 103.0 62,733 98.9 63,431 63,400

+2.0 +1.0 -4.0

0.0 0.0

100.0

62,500

201

南東6 m市道 １低専
(40,60)
地区計画等

+0.42

0.0 0.0 0.0

+3.0 0.0 0.0

47,669 80.0

103.8

100.0 103.0 60,049 97.0 61,906 61,900

0.0 -1.0 -2.0

0.0 0.0

100.0

62,500

1307

南東12 m市道 １低専
(40,60)

+0.70

0.0 0.0 0.0

+3.0 0.0 0.0

52,777 100.0

106.3

／  103.0 54,468 86.7 62,824 62,800

+3.0 -1.0 -15.0

0.0 0.0

100.0

62,500



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地
事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場

郊外の閑静な戸建住宅地域で、公法上も１低専に指定される等収益物件の建築には馴染まず、賃貸市場も成熟し
ていないことから、収益還元法の適用を断念した。

⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3大野城(県) － 2

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□■

□

□

■ 既成市街地であり、再調達原価の把握が困難であるため。

□□□ ■



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅、アパー
ト、マンション等が混在
する住宅地域

大野城520 m

特記すべき事項はない。 ４．５ｍ市道 大野城駅南東方520 m

大野城市は人口１０万人を突破。人口増加ペースは隣接する春日市を
上回る。土地取引件数、住宅着工戸数ともに増加傾向が続く。

区域内に市場の特性等に係る格別の変動要因はない。２路線３駅利用
可能で利便性が高いエリアであり、地価は上昇傾向が続く。

個別的要因に変動はない。

居住利便性に優れていることから、画地規模の大きい土地ではマンションへの建替えが進展すると予測する。福
岡都市圏全体で見た場合、地価水準に依然割安感もあり、地価は今後も強含みで推移すると予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

対象基準地は利便性が高い旧来からの住宅地域に存し、投資採算性の観点から新規に土地を取得して賃貸住宅を建設す
るケースは少なく、戸建住宅用地としての需要がほとんどである。したがって、需要者が投資採算性には着目せずに、
類似不動産との比較や相場観に着目して取引を行っている市場の実態を考慮し、相対的な規範性が劣る収益還元法は参
考にとどめ、指定基準地との検討を踏まえ、比準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は大野城市及び春日市を中心とする、西鉄・ＪＲ線駅徒歩圏内の住宅地域で、需要者の中心は福岡市中心部
等へ通勤を行う一般給与所得者層である。福岡市内では不動産価格の高騰で利便性の高い住宅地域では、一般給与所得
者層による戸建住宅購入が困難な水準となっており、戸建住宅需要は周辺市町に波及し、利便性の高い地域については
福岡市同様高額化している。需要の中心となる価格帯は土地価格が３０００万円台前後である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

大野城(県) － 3

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

大野城(県)　 － 3 福岡県 福岡第５ 不動産鑑定士 高田　卓巳

一般財団法人日本不動産研究所九州支社

令和 元 6 27

令和 元 7 10

（その他）

大野城市中央１丁目３２５番５
｢中央１－６－１３｣

243

1：1.2 Ｗ 2

南東4.5 m

市道

水道、

ガス、

下水

１住居
(60,200)

(60,180)

150 50 100 100 低層住宅地

14 17 240 長方形

１住居
(60,180)

低層住宅地 ない

150,000

99,900

／

／

平成31 105,000

36,500,000 150,000

□ □

春日(県) 9

132,000

113.6

102.0 103.0

100.0
143,000

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
130,000

+15.4



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容
イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

大野城１Ｃ

大野城３１
Ｋ

大野城３１
Ｋ

大野城３１
Ｋ

大野城市

大野城市

大野城市

大野城市

更地

更地

建付
地

更地

長方形

ほぼ長
方形

不整形

台形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

宅地-2大野城(県) － 3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

150,000

219

北東8 m市道 １住居
(60,200)

+1.28

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

155,313 100.0

110.2

／  100.0 171,155 104.0 164,572 165,000

+5.0 0.0 -1.0

0.0 0.0

100.0

150,000

920

南西4.4 m市道 １住居
(60,176)
高度地区2種15m

+0.68

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

128,899 100.0

107.5

／  100.0 138,566 96.0 144,340 144,000

0.0 -2.0 -2.0

0.0 0.0

100.0

150,000

7

南4.7 m市道 ２中専
(50,150)
高度地区2種15m

+1.02

0.0 0.0 0.0

-10.0 0.0 0.0

103,147 100.0

111.2

100.0 90.0 127,444 88.7 143,680 144,000

-2.0 -2.0 -16.0

0.0 +10.0

100.0

150,000

9

西7.6 m市道 １住居
(60,200)

+1.28

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

139,133 100.0

114.1

／  100.0 158,751 108.2 146,720 147,000

+3.0 0.0 +5.0

0.0 0.0

100.0

150,000



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地
事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場
⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3大野城(県) － 3

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□

■

3,531,621 667,400 2,864,221 1,868,800 995,421
0.9757

971,232

4.4 0.4

4.0

24,280,800 99,900

□

□

■ 既成市街地のため

□□□ ■



(3)-2 想定建物の状況

①用　　途 ②建築面積          （㎡） ③構造・階層 ④延床面積                    （㎡）

⑤公法上の規制等

用途地域等　　　 基準建蔽率等 指定容積率 基準容積率等 地積 間口・奥行 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：
      ｍ×      ｍ㎡％％％

⑥想定建物の概要 ⑦有効率

の理由

(3)-3 総収益算出内訳

階層

～

計

②床面積

(㎡)

③有効

率　

(％)

④有効面積

(㎡)

⑤1㎡当たり月額

支払賃料

(円)

⑥月額支払賃料

(円)

⑦a保証金等(月数)

⑦b権利金等(月数)

⑧a保証金等　 (円)

⑧b権利金等　 (円)

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益(空室損失考慮後)

⑯権利金等の運用益及び償却額(空室損失考慮後)

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

⑱総収益　　　⑭+⑮+⑯+⑰

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　　（　）内は支払賃料

NO

ａ

ｂ

ｃ

①事例番号 ②事例の実際
実質賃料　
　（円／㎡）

( )

( )

( )

③事情補
正

④時点修
正

⑤標準化
補正　

⑥建物格
差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
格差修正

⑨査定実質賃料
(円/㎡)

対象基準階の　
月額実質賃料

円/㎡

月額支払賃料

円/㎡)(

基準階 Ｆ Ｂ

円＝× 12ケ月

償却年数( 年)　　運用利回り( ％)

( 円/㎡)

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

％

ｍ

大野城（賃）
１Ｃ

大野城（賃）
３１Ｋ

大野城（賃）
１Ｃ

ｍ

１戸５３㎡程度のコンパクトタイプ住戸の２階建ア
パート、屋外駐車場（４台）を想定

①用途

円

⑩a共益費(管理費) 円/㎡ × ㎡×12ケ月＝ 円

⑩b共益費(管理費)の算出根拠

円/台 × 台×12ケ月 ＝ 円

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率Ａ(％)＋（⑪×空室率Ｂ（％））

円 × ％

円

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円

円 × ％ × ％ ＝ 円

円 × ％ × ＝ 円

⑰その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円 × ％ × ％ ＝ 円

円

～

～

～

～

円 ％ ＝＋

⑩基準地基準階の賃料

共同住宅 105.00

60 200 180 243 14.0 17.5

210.00ＬＳ

4.5市道

外階段のため100.0

住宅

住宅

105.00

105.00

100.0

100.0

105.00

105.00

1,350

1,350

141,750

141,750

1.0

1.0

141,750

141,750

1.0

1.0

141,750

141,750

1 1

敷金により担保されているので計上しない

3,531,621 14,533

1,083

1,199

1,133

1,039

1,149

1,087

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

90.0

95.0

90.0

98.0

88.0

88.0

100.0

100.0

100.0

1,228

1,434

1,431

1,380

1,350

2

283,500 3,402,000

共益費を別途授受する慣行はないため計上しない

＋

4 1.00

0

5,000 4 240,000

0

3,402,000 5.0

240,000 5.0 182,100

3,459,900

283,500 95.0 1.00 2,693

283,500 95.0 0.2563 69,028

0

－

－

－

2

1413

302

2 F

2 2

210.00 100.0 210.00 283,500
283,500

283,500

×

１住居

宅地-4大野城(県) － 3



項　目

× ％

(3)-5 総費用算出内訳

項　目

①修繕費　　　　　　　　　

②維持管理費　　　　　　　

③公租公課　　　　　　　　

④損害保険料　　　　　　　

土地

建物

⑤建物等の取壊費用の積立金

⑥その他費用　　　　　　　

⑦総費用　　　　　　　　　
　①～⑥　　　

(3)-6 基本利率等

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合（躯体価格÷建物等価格）

④ｃ：設備割合（設備価格÷建物等価格）

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7 建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

①×②

(3)-8 土地に帰属する純収益

①総収益

②総費用

③純収益　①－②

④建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益　③－④

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

　　　　　⑤×α

(3)-9 土地の収益価格　　　　 　 　還元利回り(r-g) ％

円

査　定　額

円

算　出　根　拠

× ％

× ％ × ／ 1000

（ 円／㎡ ） （経費率 ％ ）

⑥ｇ：賃料の変動率

⑦ｎ ：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎ ：設備の経済的耐用年数

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

％

年

％

％

％

年

年

円

円

円／㎡)(

円／㎡× ㎡×(100％+ ％)

設計監理料率

× ％ + × ％ +

躯体部分 設備部分

円

円

円

円

円

円

円／㎡ ）

円／㎡ ）

（

（

実額相当額 算 出 根 拠

a

c

円

円

円

円

円

円

円

× ％

× ％

③ｂ：仕上割合（仕上価格÷建物等価格） ⑧ｎ ：仕上の経済的耐用年数b 年％

× ％

仕上部分

116,800

182,100

29,200,000 0.4

3,642,000 5.0

76,500 査定額

233,600 29,200,000 50.0 16.00

29,200 29,200,000 0.10

29,200 29,200,000 0.10

0

667,400 2,747 18.9

4.4

40

40

20

0.5

0.4

40

25

15

0.9757

29,200,000

0.0640

135,000 210.00 3.00

0.0506 40 0.0642 0.090240 20

1,868,800

7,691

3,531,621

667,400

2,864,221

1,868,800

995,421

971,232

3,997

4.0

24,280,800 99,900

宅地-5大野城(県) － 3



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中小規模一般住宅が建ち
並ぶ丘陵地の区画整然と
した住宅地域

白木原1.8 ㎞

特にない 基準方位北　　　
５．２ｍ市道

白木原駅北東方1.8 ㎞

人口は微増傾向にあり、利便性に優れた駅周辺のマンション用地需要
は特に強含みであり、市内の地価は総じて上昇傾向にある。

奥まった位置にあり、特段の変動要因はないが、北方至近の区画整理
事業の街区整備等の影響を受けて、地価は上昇基調にある。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅地域として熟成しており、今後も現状の住環境を維持するものと思われる。地域の北方至近で、土地区
画整理事業の影響を受け、地価水準は、引き続き上昇基調が続くものと推定される。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

当該地域は、居住の快適性を重視する既成の戸建住宅地域であり、自己使用目的の取引が中心で、賃貸市場が形成され
ていないため、収益価格は試算出来なかった。よって、前年価格からの変動、牽連性がある基準地の推移・動向等を踏
まえ、比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は大野城市北東部に位置する、比較的高台に位置する住宅地域一円である。需要者は福岡都市圏へ通勤する
エンドユーザーが中心である。最寄り駅へのアクセス等は劣るものの、周辺の土地区画整理事業地内に大型スーパー等
が開業し、住宅地としての利便性は向上するなど、市内の人口増加の影響とも相まって圏内の需要は上昇基調である。
新築戸建の中心価格帯は、２５００～３０００万円である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

大野城(県) － 4

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

大野城(県)　 － 4 福岡県 福岡第５ 不動産鑑定士 横山　裕

㈱不動産アドバイザリー

令和 元 6 25

令和 元 7 5

（その他）

大野城市大城２丁目１１０番８３
｢大城２－２０－１３｣

134

台形

1：1 Ｗ 2

南東5.2 m

市道

水道、

下水

１低専
(40,60)

120 80 130 40 戸建住宅地

11 12 130 ほぼ長方形

１低専
(40,60)

戸建住宅地 方位 +3.0

59,000

／

／

／

平成31

1.2

7,910,000 59,000

□ □

大野城(県) 1

65,000

104.6

100.0 122.3

103.0
57,300

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-2.0

-4.0

+30.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
55,000

+7.3



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容
イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

大野城３１
ＫＤＨ

大野城３１
Ｋ

大野城３１
Ｋ

大野城３１
Ｋ

大野城市

大野城市

大野城市

大野城市

更地

更地

建付
地

建付
地

台形

ほぼ長
方形

ほぼ正
方形

台形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

宅地-2大野城(県) － 4

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

103.0

59,000

603

南4.8 m市道
西5.5 m

角地

１低専
(50,60)

+0.60

0.0 0.0 0.0

+2.0 0.0 0.0

69,340 100.0

106.6

／  102.0 72,467 122.5 59,157 60,900

-2.0 0.0 +25.0

0.0 0.0

103.0

59,000

216

南西4.9 m市道 １低専
(40,60)

+0.61

0.0 0.0 0.0

-5.0 0.0 0.0

59,816 100.0

106.7

／  95.0 67,183 110.4 60,854 62,700

-2.0 -2.0 +15.0

0.0 0.0

103.0

59,000

217

南東6 m市道 １中専
(50,150)
高度地区2種15m

+0.61

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

61,864 100.0

106.1

100.0 100.0 65,638 115.0 57,077 58,800

-1.0 0.0 +15.0

+1.0 0.0

103.0

59,000

611

西6 m市道 １低専
(40,60)

+0.25

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

44,636 100.0

103.0

100.0 100.0 45,975 82.4 55,795 57,500

+1.0 -4.0 -15.0

0.0 0.0

103.0

59,000



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地
事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場

近隣地域内に収益目的の賃貸住宅は皆無であることから、収益還元法は適用できなかった。

⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3大野城(県) － 4

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□■

□

□

■ 既成市街地であり、再調達原価の把握が困難であるため。

□□□ ■



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中小規模の一般住宅が多
い既成住宅地域

雑餉隈1.2 ㎞

特記すべき事項はない。 ６ｍ市道 雑餉隈駅　東方1.2 ㎞

　大野城市の人口は、順調に増加を続けており、住宅ローンの低金利
や減税政策等から、住宅取得マインドは依然として強い。

　福岡市博多区に近い利便性の高い住宅地域であり、宅地需要は底堅
い。新駅開業への期待も内包されているものと思われる。

　個別的要因に変動はない。

　福岡市博多区に近い既成住宅地域であり、特段の変動はないが、建売分譲素地等の需要が強く、新駅（雑餉隈
～春日原間）開業への期待感を含め、今後も地価は上昇基調で推移するものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

　近隣地域は閑静な住宅地域であり、収益性よりも快適性を重視して価格が形成される傾向にあることから、収益価格
がやや低位に試算された。本件評価では、比準価格を標準とし、収益価格を参考にして、さらに指定基準地との均衡に
も留意のうえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

　同一需給圏は、大野城市北部の既成住宅地域一円と判断した。需要者は福岡市等へ通勤する勤労者世帯が中心である
。近隣地域は、戸建住宅を中心とする閑静な住宅地域で、生活利便性も良好であり需要は底堅い。さらに、近隣では西
鉄の新駅（雑餉隈～春日原間）開業が決定しており、期待感が高まっている。需要の中心となる価格帯は土地のみで１
，８００万円～２，０００万円、新築住宅は３，５００万円弱と思料する。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

大野城(県) － 5

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

大野城(県)　 － 5 福岡県 福岡第５ 不動産鑑定士 槇　由紀

株式会社福岡山ノ手鑑定舎

令和 元 6 24

令和 元 7 8

（その他）

大野城市山田１丁目５０６番３５
｢山田１―６―１６｣

152

1：1 Ｗ 2

南西6 m

市道

水道、

ガス、

下水

１住居
(60,200)

高度地区2種15m

40 70 60 140 低層住宅地

13 12 150 長方形

１住居
(60,200)
高度地区2種15m

低層住宅地 ない

118,000

92,500

／

／

平成31 86,000

17,900,000 118,000

□ □

春日(県) 9

132,000

113.6

102.0 124.5

100.0
118,000

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

-2.0

+5.0

+21.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
104,000

+13.5



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容
イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

大野城１Ｃ

大野城１Ｃ

大野城３１
Ｋ

大野城１Ｃ

大野城１Ｃ

大野城市

大野城市

大野城市

大野城市

大野城市

建付
地

更地

建付
地

更地

建付
地

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

長方形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

正常

宅地-2大野城(県) － 5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

118,000

223

南西2.5 m市道 １住居
(60,160)
高度地区2種15m

+1.13

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

100,060 100.0

106.8

92.0 100.0 116,157 98.9 117,449 117,000

-4.0 0.0 +3.0

0.0 0.0

100.0

118,000

212

南東5 m市道 １住居
(60,200)
高度地区2種15m

+1.13

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

120,833 100.0

110.2

／  100.0 133,158 105.9 125,739 126,000

-1.0 0.0 +7.0

0.0 0.0

100.0

118,000

5

北東5 m市道 １住居
(60,200)
高度地区2種15m

+0.50

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

127,036 100.0

106.0

100.0 100.0 134,658 108.9 123,653 124,000

-1.0 0.0 +10.0

0.0 0.0

100.0

118,000

902

北西8 m市道 １住居
(60,200)

+1.13

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

141,653 100.0

107.9

／  100.0 152,844 129.7 117,844 118,000

+2.0 +6.0 +20.0

0.0 0.0

100.0

118,000

222

南東6 m市道 １住居
(60,200)
高度地区2種15m

+1.13

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

112,826 100.0

105.7

95.0 100.0 125,534 108.0 116,235 116,000

0.0 0.0 +8.0

0.0 0.0



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地
事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場
⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3大野城(県) － 5

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□

■

2,674,360 497,960 2,176,400 1,600,000 576,400
0.9757

562,393

4.4 0.4

4.0

14,059,825 92,500

□

□

■ 既成市街地のため

□□□ ■



(3)-2 想定建物の状況

①用　　途 ②建築面積          （㎡） ③構造・階層 ④延床面積                    （㎡）

⑤公法上の規制等

用途地域等　　　 基準建蔽率等 指定容積率 基準容積率等 地積 間口・奥行 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：
      ｍ×      ｍ㎡％％％

⑥想定建物の概要 ⑦有効率

の理由

(3)-3 総収益算出内訳

階層

～

計

②床面積

(㎡)

③有効

率　

(％)

④有効面積

(㎡)

⑤1㎡当たり月額

支払賃料

(円)

⑥月額支払賃料

(円)

⑦a保証金等(月数)

⑦b権利金等(月数)

⑧a保証金等　 (円)

⑧b権利金等　 (円)

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益(空室損失考慮後)

⑯権利金等の運用益及び償却額(空室損失考慮後)

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

⑱総収益　　　⑭+⑮+⑯+⑰

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　　（　）内は支払賃料

NO

ａ

ｂ

ｃ

①事例番号 ②事例の実際
実質賃料　
　（円／㎡）

( )

( )

( )

③事情補
正

④時点修
正

⑤標準化
補正　

⑥建物格
差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
格差修正

⑨査定実質賃料
(円/㎡)

対象基準階の　
月額実質賃料

円/㎡

月額支払賃料

円/㎡)(

基準階 Ｆ Ｂ

円＝× 12ケ月

償却年数( 年)　　運用利回り( ％)

( 円/㎡)

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

％

ｍ

大野城（賃）
１Ｃ

大野城（賃）
１Ｃ

ｍ

ファミリータイプ２ＤＫ平均４５㎡程度（４戸）の
共同住宅を想定

①用途

円

⑩a共益費(管理費) 円/㎡ × ㎡×12ケ月＝ 円

⑩b共益費(管理費)の算出根拠

円/台 × 台×12ケ月 ＝ 円

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率Ａ(％)＋（⑪×空室率Ｂ（％））

円 × ％

円

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円

円 × ％ × ％ ＝ 円

円 × ％ × ＝ 円

⑰その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円 × ％ × ％ ＝ 円

円

～

～

～

～

円 ％ ＝＋

⑩基準地基準階の賃料

共同住宅 90.00

60 200 200 152 13.0 12.0

180.00ＬＳ

6.0市道

外階段使用のため100.0

共同住宅

共同住宅

90.00

90.00

100.0

100.0

90.00

90.00

1,250

1,300

112,500

117,000

1.0

1.0

112,500

117,000

1.0

1.0

112,500

117,000

1

敷金にて担保されているため計上しない

2,674,360 17,594

1,160

1,280

1,158

1,279

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

87.0

88.0

100.0

110.0

100.0

100.0

1,333

1,322

1,328

1,300

2

229,500 2,754,000

共益費を別途授受する慣行はないため、計上しない

＋

4 1.00

0

0

0

2,754,000 5.0

137,700

2,616,300

229,500 95.0 1.00 2,180

229,500 95.0 0.2563 55,880

0

－

－

－

201

303

2 F

2

180.00 100.0 180.00 229,500
229,500

229,500

×

１住居
高度地区2種15m

宅地-4大野城(県) － 5



項　目

× ％

(3)-5 総費用算出内訳

項　目

①修繕費　　　　　　　　　

②維持管理費　　　　　　　

③公租公課　　　　　　　　

④損害保険料　　　　　　　

土地

建物

⑤建物等の取壊費用の積立金

⑥その他費用　　　　　　　

⑦総費用　　　　　　　　　
　①～⑥　　　

(3)-6 基本利率等

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合（躯体価格÷建物等価格）

④ｃ：設備割合（設備価格÷建物等価格）

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7 建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

①×②

(3)-8 土地に帰属する純収益

①総収益

②総費用

③純収益　①－②

④建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益　③－④

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

　　　　　⑤×α

(3)-9 土地の収益価格　　　　 　 　還元利回り(r-g) ％

円

査　定　額

円

算　出　根　拠

× ％

× ％ × ／ 1000

（ 円／㎡ ） （経費率 ％ ）

⑥ｇ：賃料の変動率

⑦ｎ ：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎ ：設備の経済的耐用年数

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

％

年

％

％

％

年

年

円

円

円／㎡)(

円／㎡× ㎡×(100％+ ％)

設計監理料率

× ％ + × ％ +

躯体部分 設備部分

円

円

円

円

円

円

円／㎡ ）

円／㎡ ）

（

（

実額相当額 算 出 根 拠

a

c

円

円

円

円

円

円

円

× ％

× ％

③ｂ：仕上割合（仕上価格÷建物等価格） ⑧ｎ ：仕上の経済的耐用年数b 年％

× ％

仕上部分

100,000

110,160

25,000,000 0.4

2,754,000 4.0

37,800 査定額

200,000 25,000,000 50.0 16.00

25,000 25,000,000 0.10

25,000 25,000,000 0.10

0

497,960 3,276 18.6

4.4

40

40

20

0.5

0.4

40

25

15

0.9757

25,000,000

0.0640

135,000 180.00 3.00

0.0506 40 0.0642 0.090240 20

1,600,000

10,526

2,674,360

497,960

2,176,400

1,600,000

576,400

562,393

3,700

4.0

14,059,825 92,500

宅地-5大野城(県) － 5



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い住
宅地域

春日原2 ㎞

特記すべき事項はない。 基準方位北　　　
４ｍ市道

春日原駅北東方2 ㎞

高い人口増加率を背景に市全体が発展傾向にある。継続的な低金利政
策、割安感等需要の下支えによって不動産への需要は旺盛である。

周辺の区画整理地内では、戸建住宅分譲が活発化しており、ミニ開発
もみられる。宅地需要は高まっており、地価は上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。

熟成度の高い中低層住宅地域であり、当面現状利用で推移すると思料する。居住環境は比較的良好で、周辺の区
画整理地区内での活発な宅地分譲の影響等もあって住宅需要は好調であり、地価は上昇傾向を示している。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

近隣地域周辺には共同住宅等の収益物件も介在しているが、自用目的の取引が中心である。土地価格に見合う賃料水準
が形成されておらず、収益価格は低位となった。対象地が存する地域は居住環境並びに快適性が重視される住宅地域で
ある。そのため、住宅地としての居住環境等を反映し、市場性並びに客観性をも有する比準価格を標準として、収益価
格は比較考量とし、更に指定基準地との検討も踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、大野城市北東部の低層住宅を中心とした住宅地域である。需要者は、福岡市都心部へ通勤するサラリー
マン所得層の第一次取得者が中心である。対象基準地は最寄駅からやや距離があり、コミュニティバス等が運行されて
いるが利便性は劣る。近年、周辺では新規住宅地の分譲が活発化しており、またショッピングセンターが進出するなど
利便性が高まっている。旧い開発団地等も需要は活発で地価は上昇傾向となっている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

大野城(県) － 6

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

大野城(県)　 － 6 福岡県 福岡第５ 不動産鑑定士 藤岡　廣子

フジ総合補償鑑定株式会社

令和 元 6 25

令和 元 7 10

（その他）

大野城市大池１丁目１５番２
｢大池１―１５―２｣

178

1：1.2 Ｗ 2

西4 m

市道

水道、

下水

２中専
(50,150)

30 150 30 30 低層住宅地

12 14 170 長方形

２中専
(50,150)

低層住宅地 方位 +1.0

78,000

59,900

／

／

平成31

1.2

13,800,000 77,500

□ □

大野城(県) 1

65,000

104.6

103.0 86.6

101.0
77,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

0.0

-6.0

-6.0

-2.0

0.0

□ □

□ □

■
73,000

+6.2



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容
イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

大野城１Ｃ

大野城１Ｃ

大野城１Ｃ

大野城３１
Ｋ

大野城市

大野城市

大野城市

大野城市

建付
地

更地

建付
地

更地

袋地等

ほぼ正
方形

台形

ほぼ長
方形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

宅地-2大野城(県) － 6

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

101.0

78,000

607

北東2.5 m市道 ２中専
(50,150)
高度地区2種15m

+0.50

0.0 0.0 0.0

-10.0 0.0 0.0

67,958 100.0

104.0

100.0 90.0 78,529 95.0 82,662 83,500

-5.0 0.0 0.0

0.0 0.0

101.0

78,000

604

南6 m市道
西6 m

準角地

１中専
(60,150)
高度地区2種15m

+0.50

0.0 0.0 0.0

+5.1 0.0 0.0

80,961 100.0

104.5

／  105.1 80,499 103.9 77,477 78,300

+2.0 -3.0 +5.0

0.0 0.0

101.0

78,000

603

北4 m市道 １低専
(40,60)

+0.50

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

70,053 100.0

104.5

100.0 100.0 73,205 95.9 76,335 77,100

0.0 -5.0 +3.0

-2.0 0.0

101.0

78,000

216

南西4.9 m市道 １低専
(40,60)

+0.61

0.0 0.0 0.0

-5.0 0.0 0.0

59,816 100.0

106.7

／  95.0 67,183 86.6 77,579 78,400

0.0 -7.0 -5.0

-2.0 0.0

101.0

78,000



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地
事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場
⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3大野城(県) － 6

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□

■

2,094,643 409,420 1,685,223 1,248,000 437,223
0.9757

426,598

4.4 0.4

4.0

10,664,950 59,900

□

□

■ 既成市街地のため。

□□□ ■



(3)-2 想定建物の状況

①用　　途 ②建築面積          （㎡） ③構造・階層 ④延床面積                    （㎡）

⑤公法上の規制等

用途地域等　　　 基準建蔽率等 指定容積率 基準容積率等 地積 間口・奥行 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：
      ｍ×      ｍ㎡％％％

⑥想定建物の概要 ⑦有効率

の理由

(3)-3 総収益算出内訳

階層

～

計

②床面積

(㎡)

③有効

率　

(％)

④有効面積

(㎡)

⑤1㎡当たり月額

支払賃料

(円)

⑥月額支払賃料

(円)

⑦a保証金等(月数)

⑦b権利金等(月数)

⑧a保証金等　 (円)

⑧b権利金等　 (円)

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益(空室損失考慮後)

⑯権利金等の運用益及び償却額(空室損失考慮後)

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

⑱総収益　　　⑭+⑮+⑯+⑰

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　　（　）内は支払賃料

NO

ａ

ｂ

ｃ

①事例番号 ②事例の実際
実質賃料　
　（円／㎡）

( )

( )

( )

③事情補
正

④時点修
正

⑤標準化
補正　

⑥建物格
差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
格差修正

⑨査定実質賃料
(円/㎡)

対象基準階の　
月額実質賃料

円/㎡

月額支払賃料

円/㎡)(

基準階 Ｆ Ｂ

円＝× 12ケ月

償却年数( 年)　　運用利回り( ％)

( 円/㎡)

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

％

ｍ

大野城（賃）
１Ｃ

大野城（賃）
１Ｃ

ｍ

１ＤＫ４戸、平均専有面積３５㎡

①用途

円

⑩a共益費(管理費) 円/㎡ × ㎡×12ケ月＝ 円

⑩b共益費(管理費)の算出根拠

円/台 × 台×12ケ月 ＝ 円

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率Ａ(％)＋（⑪×空室率Ｂ（％））

円 × ％

円

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円

円 × ％ × ％ ＝ 円

円 × ％ × ＝ 円

⑰その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円 × ％ × ％ ＝ 円

円

～

～

～

～

円 ％ ＝＋

⑩基準地基準階の賃料

共同住宅 70.00

50 150 150 178 12.0 14.0

140.00ＬＳ

4.0市道

外階段使用のため100.0

共同住宅

共同住宅

70.00

70.00

100.0

100.0

70.00

70.00

1,160

1,200

81,200

84,000

2.0

2.0

162,400

168,000

1.0

1.0

81,200

84,000

1

敷金等により十分担保されており計上しない

2,094,643 11,768

1,305

1,509

1,303

1,477

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

105.0

110.0

105.0

110.0

100.0

100.0

1,184

1,247

1,228

1,200

2

165,200 1,982,400

共益費を別途授受する慣行はないため、計上しない

＋

4 1.00

0

3,500 4 168,000

0

1,982,400 5.0

99,120

2,051,280

330,400 95.0 1.00 3,139

165,200 95.0 0.2563 40,224

0

－

－

－

304

1302

2 F

2

140.00 100.0 140.00 165,200
330,400

165,200

×

２中専

宅地-4大野城(県) － 6



項　目

× ％

(3)-5 総費用算出内訳

項　目

①修繕費　　　　　　　　　

②維持管理費　　　　　　　

③公租公課　　　　　　　　

④損害保険料　　　　　　　

土地

建物

⑤建物等の取壊費用の積立金

⑥その他費用　　　　　　　

⑦総費用　　　　　　　　　
　①～⑥　　　

(3)-6 基本利率等

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合（躯体価格÷建物等価格）

④ｃ：設備割合（設備価格÷建物等価格）

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7 建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

①×②

(3)-8 土地に帰属する純収益

①総収益

②総費用

③純収益　①－②

④建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益　③－④

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

　　　　　⑤×α

(3)-9 土地の収益価格　　　　 　 　還元利回り(r-g) ％

円

査　定　額

円

算　出　根　拠

× ％

× ％ × ／ 1000

（ 円／㎡ ） （経費率 ％ ）

⑥ｇ：賃料の変動率

⑦ｎ ：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎ ：設備の経済的耐用年数

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

％

年

％

％

％

年

年

円

円

円／㎡)(

円／㎡× ㎡×(100％+ ％)

設計監理料率

× ％ + × ％ +

躯体部分 設備部分

円

円

円

円

円

円

円／㎡ ）

円／㎡ ）

（

（

実額相当額 算 出 根 拠

a

c

円

円

円

円

円

円

円

× ％

× ％

③ｂ：仕上割合（仕上価格÷建物等価格） ⑧ｎ ：仕上の経済的耐用年数b 年％

× ％

仕上部分

78,000

107,520

19,500,000 0.4

2,150,400 5.0

28,900 査定額

156,000 19,500,000 50.0 16.00

19,500 19,500,000 0.10

19,500 19,500,000 0.10

0

409,420 2,300 19.5

4.4

40

40

20

0.5

0.4

40

25

15

0.9757

19,500,000

0.0640

135,000 140.00 3.00

0.0506 40 0.0642 0.090240 20

1,248,000

7,011

2,094,643

409,420

1,685,223

1,248,000

437,223

426,598

2,397

4.0

10,664,950 59,900

宅地-5大野城(県) － 6



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

共同住宅 一般住宅、マンション、
事務所等が混在する地域

春日原650 m

特記すべき事項はない。 １２．５ｍ市道 春日原駅南東方650 m

大野城市は人口１０万人を突破。人口増加ペースは隣接する春日市を
上回る。土地取引件数、住宅着工戸数ともに増加傾向が続く。

区域内に市場の特性等に係る格別の変動要因はないが、福岡市のマン
ション用地の高騰が、周辺市の利便性が高い住宅地に波及が続く。

個別的要因に変動はない。

今後は画地規模の大きい土地では共同住宅の建設が進展していくと予測する。大野城市は、福岡市との比較で地
価にまだ割安感があり、分譲マンション業者も事業に取組み易い環境にあるため、地価水準は上昇傾向が継続。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

対象基準地は利便性の高い住宅地域に存し、分譲マンション業者の投資採算性を重視して価格が形成されている。ただ
し、競合が激しい現在の市場環境下では、投資採算性重視だけでは素地取得が難しく、現在の市場環境の実態もある程
度考慮せざるを得ない。したがって、本件では、指定基準地との検討を踏まえ、分譲マンション業者の投資採算性を最
もよく反映している開発法による価格をやや重視し、比準価格も比較考量のうえ鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は大野城市及び春日市を中心とする、西鉄・ＪＲ線駅徒歩圏内の住宅地域で、需要者の中心は分譲マンショ
ン業者等である。福岡市ではマンション価格が高騰し、一般給与所得者層のマンション需要は、福岡市中心部への通勤
利便性が高く、まだ割安感のある大野城市及び春日市に波及している。需要の中心となる価格帯は、容積率１００％あ
たりの価格が１坪約３５万円程度で、マンション適地が入札になった場合は高値となる状況がまだ続いている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

大野城(県) － 7

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

大野城(県)　 － 7 福岡県 福岡第５ 不動産鑑定士 高田　卓巳

一般財団法人日本不動産研究所九州支社

令和 元 6 27

令和 元 7 10

（その他）

大野城市錦町４丁目７番３１
｢錦町４－３－３０｣

1,020

1：2 ＲＣ 5

南東12.5 m

市道、

南西側道

水道、

ガス、

下水

１住居
(60,200)

(70,200)

30 80 150 20 中層共同住宅地

22 45 1,000 長方形

１住居
(60,200)

中層共同住宅地 角地 +1.0

229,000

／

／

204,000

平成31 160,000

219,000,000 215,000

□ □

春日(県) 9

132,000

113.6

102.0 72.0

101.0
206,000

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

-10.0

-3.0

+10.0

0.0

-25.0

□ □

□ □

■
185,000

+16.2



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容
イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

大野城１Ｃ

大野城１Ｃ

大野城１Ｃ

大野城１Ｃ

春日１Ｃ

大野城市

大野城市

大野城市

大野城市

春日市

建付
地

建付
地

貸家
建付
地

更地

建付
地

ほぼ台
形

不整形

長方形

ほぼ長
方形

ほぼ正
方形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

正常

宅地-2大野城(県) － 7

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

101.0

229,000

10

南西7.5 m市道 １住居
(60,200)

+1.28

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

157,566 100.0

106.4

100.0 100.0 167,650 84.6 198,168 200,000

-6.0 0.0 -10.0

0.0 0.0

101.0

229,000

5

南西20 m県道 準工
(60,200)

0.00

0.0 0.0 0.0

-3.0 0.0 0.0

374,237 100.0

100.0

100.0 97.0 385,811 128.4 300,476 303,000

+7.0 0.0 +20.0

0.0 0.0

101.0

229,000

1406

西5 m市道 １住居
(60,200)

+0.52

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

183,857

100.0

103.1

100.0 100.0 189,557 80.3 236,061 238,000

-8.0 -3.0 -10.0

0.0 0.0

101.0

229,000

2

北西7 m市道
南西2.3 m

角地

１住居
(70,200)

+0.30

0.0 0.0 0.0

+1.0 0.0 0.0

192,873 100.0

104.2

／  101.0 198,984 82.1 242,368 245,000

-6.0 -3.0 -10.0

0.0 0.0

101.0

229,000

1205

南東11 m市道 １住居
(60,200)
高度地区1種最高20m

+0.80

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

220,807 100.0

106.4

97.0 100.0 242,205 99.0 244,652 247,000

-1.0 0.0 0.0

0.0 0.0



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地
事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場

分譲マンション及び賃貸マンションそれぞれの市場環境を踏まえ、最有効使用及び市場参加者の観点から、収益
還元法は規範性に乏しいので適用しない。

⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3大野城(県) － 7

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□■

□

□

■ 既成市街地のため

□□■ □ 分譲マンション事業による投資採算性で価格形成されているため。

769,784,086 561,226,604 15 500,000 1,858.17 230,000 2,265.06

208,557,482 204,000



①総面積

(4)-2 開発計画

㎡

総面積に対する割合

項目

円／㎡ 

円

土地

②公共潰地（②a～②cの合計）

②ａ道路

㎡

②ｂ公園 ②ｃその他 ③敷地有効面積(①－②）

（ ％）

㎡ ㎡

（ ％） （ ％）％）（

建物

①建築面積

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

敷地有効面積に対する割合

（ ％） （ ％） （ ％） （ ％）

公法上の規制

用途地域等

(4)-3 収支計画

①ａ販売単価

①ｂ販売単価の算定根拠

②販売総額

③ａ建築工事費（単価）

③b建築工事費(単価)の算定根拠

収入

支出

住宅

店舗等

④建築工事費（総額）

⑤ａ開発負担金

⑤b開発負担金の算定根拠

⑥販売管理費

支出合計　④+⑤+⑥

(4)-4 投下資本収益率

投下資本収益率の算定根拠

(4)-5 開発スケジュール

準備期間

建築工事(１期目)

建築工事(２期目)

建築工事(３期目)

(4)-6 収支の複利現価

項目

収入 販売総額(１期)

販売総額(２期)

販売総額(３期)

収入合計

建築工事費(１期)

建築工事費(２期)

建築工事費(３期)

開発負担金

販売管理費(１期)

販売管理費(２期)

販売管理費(３期)

支出合計

基準建蔽率等 指定容積率 基準容積率等

％ ％ ％

㎡

％）（

間口・奥行 前面道路、幅員等

（ ％）

㎡

m

m

間口

奥行

円／㎡ 円／㎡ 住宅 店舗等

価格時点からの期間 項目 価格時点からの期間 項目 価格時点からの期間

①金額 ②販売総額比 ③複利現価率 ④割引期間（月） ⑤複利現価（①×③）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

＝

＝

＝

＝

＝

＝

＝

＝

＝

＝

円／㎡ 

円／㎡ 

円／㎡ 

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

％）（

％）（

％）（

（

（ ％）

％）

支出

(4)-7 開発法による価格

－ － － －

収入の現価の総和

円　－

支出の現価の総和

円　＝ 円

－ － － － 円

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

（ ケ月）

（ ケ月）

（ ケ月）

（ ケ月）

ケ月）

ケ月）（

（

（ ケ月）

ケ月）

ケ月）（

（

（ ケ月）

ケ月

ケ月

ケ月

販売管理費(１期目)

販売管理費(２期目)

販売管理費(３期目)

開発負担金

販売収入(１期目)

販売収入(２期目)

販売収入(３期目)

ケ月

ケ月

ケ月

ケ月

開発法による価格

前面道路：

特定道路までの距離：

m

m

⑥建物構造･戸数･標準住戸⑤分譲可能床面積④容積率不算入床面積③容積率算入床面積②延床面積

販売単価 分譲可能床面積 販売総額

円

円

円

×

×

×

×

㎡ ＝

㎡ ＝

＝㎡

合　計

建築工事単価（単価） 設計監理料

円／㎡ 

延床面積 建築工事費（総額）

円

円

販売管理費比率 販売管理費

円円 × ％ ＝

％） ＝（1＋

販売総額

％

ケ月

ケ月

ケ月

ケ月

延床面積に対する有効率

円

1,020 0.00 0.00 0.00 1,020.00

100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

574.35 2,265.06 1,869.57 395.49 1,858.17

56.3 222.1 183.3 38.8 82.04

ＲＣ5 F

(23戸)

81㎡３ＬＤＫ

１住居 70 200 200
12.5

500,000

同一需給圏内の類似地域に所在する分譲事例等を比較検討して査定

500,000 1,858.17 929,085,000

0

929,085,000

230,000 3 236,900

236,900 2,265.06 536,592,714

0

929,085,000 13 120,781,050

657,373,764

15

開発事業者の借入金利率・開発利潤率・危険負担金率を考慮して査定

6

6

11

16

0

13

16

18

5

15

0

74,326,800

668,941,200

185,817,000

53,659,271

53,659,271

429,274,171

0

60,390,525

60,390,525

0

8

72

20

10

10

80

0

50

50

0

0.8595

0.8300

0.8109

0.9325

0.8798

0.8300

1.0000

0.9434

0.8397

1.0000

13

16

18

6

11

16

0

5

15

0

63,883,885

555,221,196

150,679,005

769,784,086

50,037,270

47,209,427

356,297,562

0

56,972,421

50,709,924

0

561,226,604

769,784,086 561,226,604 208,557,482

204,000 円／㎡

0.00㎡

類似建物の建築費等を勘案して査定

宅地-6大野城(県) － 7

市道



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い閑
静な既成住宅地域

水城660 m

特記すべき事項はない。 ６ｍ市道 水城駅南西方660 m

高い人口増加率を背景に市全体が発展傾向にある。継続的な低金利政
策、割安感等需要の下支えによって不動産への需要は旺盛である。

駅徒歩圏内の住宅地域であり生活利便性に優れ、周辺でミニ分譲も見
られる等、住宅地需要は底堅く地価上昇幅は拡大傾向にある。

個別的要因に変動はない。

熟成度が高い生活利便性の良好な既成住宅地域であり、今後も現況程度で推移していくと思料する。最寄駅から
徒歩圏内にあり利便性が高く、市域全般の堅調な住宅地需要を背景に地価は上昇傾向を続けている。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

近隣地域は、戸建住宅が標準的な利用であり、収益性よりも居住の快適性を重視した自用目的の取引が主である。取引
事例比較法しか適用できなかったが、上記市場の特性や市域での相対的地位等を考慮して、代替競争関係にある事例に
基づき適切に試算したものである。本件では、市場性を反映した比準価格を標準とし、価格形成要因の変動状況を考慮
の上、更に指定基準地との検討も踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、大野城市中央部の低層住宅を中心とした住宅地域である。需要者は、福岡都心部へ通勤するサラリーマ
ン所得層の第一次取得者が中心である。最寄駅まで徒歩圏内にあるなど交通利便性が良好な地域であり、周辺地域では
新規ミニ分譲も旺盛であり、マンション開発も見られる。住宅地に対する需要は堅調であり、地価の上昇幅は拡大傾向
を続けている。需要の中心となる価格帯は、２５０㎡程度の土地で３０００万円前後である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

大野城(県) － 8

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

大野城(県)　 － 8 福岡県 福岡第５ 不動産鑑定士 藤岡　廣子

フジ総合補償鑑定株式会社

令和 元 6 25

令和 元 7 10

（その他）

大野城市下大利５丁目７６２番２５
｢下大利５―２―６｣

252

1：1.2 Ｗ 1

東6 m

市道

水道、

ガス、

下水

１低専
(50,100)

30 70 60 80 戸建住宅地

14 17 240 長方形

１低専
(50,100)

戸建住宅地 ない

110,000

／

／

／

平成31

1.2

27,700,000 110,000

□ □

春日(県) 9

132,000

113.6

103.0 137.5

100.0
106,000

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

-3.0

+4.0

+35.0

+1.0

0.0

□ □

□ □

■
98,000

+12.2



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容
イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

大野城３１
Ｋ

大野城１Ｃ

大野城３１
Ｋ

大野城３１
Ｋ

大野城市

大野城市

大野城市

大野城市

更地

更地

更地

更地

ほぼ長
方形

不整形

ほぼ整
形

ほぼ長
方形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

宅地-2大野城(県) － 8

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

110,000

8

南東3.9 m市道 １住居
(60,160)

+1.02

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

138,680 100.0

111.2

／  100.0 154,212 136.2 113,225 113,000

-6.0 +11.0 +28.0

+2.0 0.0

100.0

110,000

1405

南西6 m市道
東6 m

角地

２中専
(60,150)
高度地区2種15m

+0.68

0.0 0.0 0.0

-2.1 0.0 0.0

101,090 100.0

106.1

／  97.9 109,557 101.7 107,726 108,000

0.0 +7.0 -5.0

0.0 0.0

100.0

110,000

1408

北東5 m市道
北西4 m

角地

１低専
(60,100)

+1.02

0.0 0.0 0.0

+3.0 0.0 0.0

93,941 100.0

109.2

／  103.0 99,596 90.9 109,567 110,000

-1.0 +2.0 -10.0

0.0 0.0

100.0

110,000

920

南西4.4 m市道 １住居
(60,176)
高度地区2種15m

+0.68

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

128,899 100.0

107.5

／  100.0 138,566 122.4 113,208 113,000

-2.0 +2.0 +20.0

+2.0 0.0

100.0

110,000



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地
事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場

戸建住宅が多く見られ、収益性よりも居住の快適性が重視される地域であるため、収益価格の算定を断念した。

⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3大野城(県) － 8

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□■

□

□

■ 既成市街地のため。

□□□ ■



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 中規模一般住宅が多い分
譲住宅地域

下大利3.9 ㎞

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

下大利駅南西方3.9 ㎞

市内は人口増加を背景に取引市場が好調を維持し、連続立体事業等に
よる生活利便性の向上に期待が高まっている。

既存建物の建替え等が見られる以外は地域内に特段の変動要因はない
が、良好な住環境を維持し、需要は堅調に推移している。

個別的要因に変動はない。

中規模住宅が建ち並ぶ既存住宅団地として概ね熟成した状況にあり、当面、現在の住環境を維持する。接近条件
にやや難があるが住環境が良好であるため、需要は堅調に推移し、当分の間、地価は上昇すると予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は現実の取引に生起した事例に適正な補修正を施して求め、現状の地域の市場性を客観的に反映した価格とな
った。一方、収益還元法は地域内の土地利用状況や事業収支の観点から非適用が妥当と判断した。よって、本件評価に
おいては、比準価格を採用し、指定基準地価格との均衡や同一需給圏の推移動向、及び単価と総額との関連にも留意し
て、鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は大野城市南部、春日市及び太宰府市との行政界付近に位置する住宅地域一円である。需要者の中心は、福
岡都市圏へ通勤する個人である。中心となる価格帯は、土地約１００坪で２，０００万円程度、土地及び建物の総額で
４，０００万円程度であるが、近年の地価上昇により、住宅取得時には総額抑制のため土地需要面積の小規模化傾向が
見られる。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

大野城(県) － 9

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

大野城(県)　 － 9 福岡県 福岡第５ 不動産鑑定士 中村　光子

ひかり不動産鑑定

令和 元 6 28

令和 元 7 5

（その他）

大野城市若草２丁目１７６８番２９
｢若草２―１９―１０｣

319

1：1.5 Ｗ 2

南東6 m

市道

水道、

ガス、

下水

１低専
(40,60)

80 100 80 70 戸建住宅地

15 20 300 長方形

１低専
(40,60)

戸建住宅地 方位 +3.0

65,500

／

／

／

平成31

1.2

20,900,000 65,500

□ □

大野城(県) 1

65,000

104.6

103.0 103.9

103.0
65,400

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

-2.0

+1.0

+5.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
62,000

+5.6



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容
イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

大野城１Ｃ

大野城３１
ＫＤＨ

大野城１Ｃ

大野城１Ｃ

大野城市

大野城市

大野城市

大野城市

更地

建付
地

建付
地

建付
地

ほぼ長
方形

台形

ほぼ整
形

不整形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

宅地-2大野城(県) － 9

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

103.0

65,500

211

北東6 m市道 １低専
(40,60)

+0.47

0.0 0.0 0.0

+1.0 0.0 0.0

64,081 100.0

103.8

／  101.0 65,858 100.0 65,858 67,800

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0

103.0

65,500

610

北東6 m市道 １低専
(40,60)
地区計画等

+0.50

0.0 0.0 0.0

+1.0 0.0 0.0

68,127 100.0

105.5

100.0 101.0 71,162 116.8 60,926 62,800

0.0 -1.0 +18.0

0.0 0.0

103.0

65,500

1301

西3 m市道 １低専
(40,60)

+0.70

0.0 0.0 0.0

+1.0 0.0 0.0

62,884 100.0

103.5

100.0 101.0 64,441 90.2 71,442 73,600

-5.0 +1.0 -6.0

0.0 0.0

103.0

65,500

210

東6 m市道 １低専
(40,60)

+0.47

0.0 0.0 0.0

-1.1 0.0 0.0

62,754 100.0

105.2

95.0 98.9 70,265 111.1 63,245 65,100

0.0 +1.0 +10.0

0.0 0.0

103.0

65,500



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地
事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場

当該地域は持ち家主体の第一種低層住居専用地域に指定されており、不動産の収益性よりも居住の快適性や類似
不動産との比較により価格形成がなされるため、収益還元法は非適用とした。

⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3大野城(県) － 9

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□■

□

□

■ 既成市街地のため、原価法は適用できない。

□□□ ■



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼共同住宅 中高層の店舗兼共同住宅
が多い駅に近い商業地域

下大利200 m

特記すべき事項はない。 ８ｍ市道 下大利駅西方200 m

大野城市は人口１０万人を突破。人口増加ペースは隣接する春日市を
上回る。土地取引件数、住宅着工戸数ともに増加傾向が続く。

区域内に市場の特性等に係る格別の変動要因はないが、収益物件の取
引活発化や、駅周辺開発期待も高まり、地価は上昇傾向が継続。

個別的要因に変動はない。

西鉄連続立体交差事業の進捗により駅周辺の商業性が一層向上していくと予測する。地価水準は開発期待に加え
て、収益物件の市場動向も反映し今後ももうしばらく強含みで推移すると予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

対象基準地は駅周辺商業地に存しており、こうした優良物件は市場に出ることは少ないため、仮に市場に出た場合は需
要の競合が生じ、賃貸事業による投資採算性だけに着目するのであれば、取得は困難な状況となっている。したがって
、本件では、現在の市場環境下で、様々な需要者の投資スタンスを織り込んで成立した取引事例に基づく比準価格を重
視し、収益価格を比較考量のうえ鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は大野城市及び春日市の駅周辺商業地域等である。需要者の中心は店舗付の賃貸マンション等の開発を行う
不動産業者等である。金融緩和等の影響で福岡都市圏では収益物件市場は依然として活況で、優良物件の品薄感が顕著
となっており、その開発用地需要も需給逼迫が続いている。需要の中心となる価格帯は容積率１００％あたりの価格が
１坪２５万円程度。対象基準地のように西鉄駅周辺商業地であれば需要競合が予想される。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

大野城(県) －5 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

大野城(県)　5 － 1 福岡県 福岡第５ 不動産鑑定士 高田　卓巳

一般財団法人日本不動産研究所九州支社

令和 元 6 27

令和 元 7 10

（その他）

大野城市下大利１丁目３３１番１６ほか１筆
｢下大利１－９－３１｣

223

台形

1.5：1 ＲＣ 5

南東8 m

市道

水道、

ガス、

下水

商業
(80,400)
準防

地区計画等

40 60 30 10 高層店舗兼共同住宅地

18 13 230 長方形

商業
(80,400)
地区計画等

高層店舗兼共同住宅地 ない

230,000

179,000

／

／

平成31 160,000

50,200,000 225,000

□ □

□ □

□ □

■

■

195,000

大野城 5 1

203,000

+15.4 +10.8



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容
イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

大野城１Ｃ

大野城１Ｃ

春日１Ｃ

春日１Ｃ

大野城市

大野城市

春日市

春日市

貸家
建付
地

更地

貸家
建付
地

建付
地

ほぼ整
形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

正方形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

宅地-2大野城(県) －5 1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

230,000

216

北東16 m市道 商業
(80,400)
地区計画等

+1.35

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

521,059

100.0

110.8

100.0 100.0 577,333 109.9 525,326 525,000

+11.0 0.0 -1.0

0.0 0.0

100.0

230,000

307

北東14 m市道
南西4.8 m

角地

商業
(90,400)
地区計画等

+1.28

0.0 0.0 0.0

+3.0 0.0 0.0

140,270 100.0

105.1

／  103.0 143,130 64.2 222,944 223,000

+5.0 -6.0 -35.0

0.0 0.0

100.0

230,000

1307

北西28 m県道 商業
(80,400)

+1.35

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

207,910

100.0

109.5

100.0 100.0 227,661 86.2 264,108 264,000

+10.0 -2.0 -20.0

0.0 0.0

100.0

230,000

9

南東18.5 m市道
南西4.2 m

角地

１住居
(70,200)
高度地区1種最高20m

+0.30

0.0 0.0 0.0

+6.1 0.0 0.0

174,611 100.0

101.5

100.0 106.1 167,041 70.4 237,274 237,000

+11.0 -6.0 -10.0

-25.0 0.0

100.0

230,000



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地
事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場
⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3大野城(県) －5 1

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□

■

14,547,703 3,828,094 10,719,609 8,968,800 1,750,809
0.9332

1,633,855

4.5 0.4

4.1

39,850,122 179,000

□

□

■ 既成市街地のため

□□□ ■



(3)-2 想定建物の状況

①用　　途 ②建築面積          （㎡） ③構造・階層 ④延床面積                    （㎡）

⑤公法上の規制等

用途地域等　　　 基準建蔽率等 指定容積率 基準容積率等 地積 間口・奥行 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：
      ｍ×      ｍ㎡％％％

⑥想定建物の概要 ⑦有効率

の理由

(3)-3 総収益算出内訳

階層

～

計

②床面積

(㎡)

③有効

率　

(％)

④有効面積

(㎡)

⑤1㎡当たり月額

支払賃料

(円)

⑥月額支払賃料

(円)

⑦a保証金等(月数)

⑦b権利金等(月数)

⑧a保証金等　 (円)

⑧b権利金等　 (円)

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益(空室損失考慮後)

⑯権利金等の運用益及び償却額(空室損失考慮後)

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

⑱総収益　　　⑭+⑮+⑯+⑰

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　　（　）内は支払賃料

NO

ａ

ｂ

ｃ

①事例番号 ②事例の実際
実質賃料　
　（円／㎡）

( )

( )

( )

③事情補
正

④時点修
正

⑤標準化
補正　

⑥建物格
差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
格差修正

⑨査定実質賃料
(円/㎡)

対象基準階の　
月額実質賃料

円/㎡

月額支払賃料

円/㎡)(

基準階 Ｆ Ｂ

円＝× 12ケ月

償却年数( 年)　　運用利回り( ％)

( 円/㎡)

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

％

ｍ

大野城（賃）
１Ｃ

大野城（賃）
１Ｃ

大野城（賃）
３１Ｋ

ｍ

１階はフロア貸店舗、２階以上は住宅（１戸３５㎡
程度のコンパクトタイプ住戸）、屋外駐車場（６台
）を想定

①用途

円

⑩a共益費(管理費) 円/㎡ × ㎡×12ケ月＝ 円

⑩b共益費(管理費)の算出根拠

円/台 × 台×12ケ月 ＝ 円

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率Ａ(％)＋（⑪×空室率Ｂ（％））

円 × ％

円

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円

円 × ％ × ％ ＝ 円

円 × ％ × ＝ 円

⑰その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円 × ％ × ％ ＝ 円

円

～

～

～

～

円 ％ ＝＋

⑩基準地基準階の賃料

店舗兼共同住宅 133.25

80 400 400 223 19.0 13.0

848.09ＲＣ

8.0市道

共同住宅等廊下、駐車場等を含むため。78.3

店舗

住宅

住宅

151.96

78.93

71.81

14.6

92.4

91.6

22.20

72.92

65.80

4,538

1,630

1,650

100,744

118,860

108,570

6.0

1.0

1.0

604,464

118,860

108,570

1.0

1.0

118,860

108,570

1 1

敷金により担保されているので計上しない。

14,547,703 65,236

1,509

1,305

1,737

1,477

1,303

1,632

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

95.0

90.0

100.0

94.0

90.0

98.0

100.0

100.0

100.0

1,690

1,611

1,772

1,666

1,630

3

1,149,904 13,798,848

周辺地域の共益費水準等を勘案して査定した。

＋

4 1.00

100 664.24 797,088

6,000 6 432,000

0

14,595,936 5.0

432,000 5.0 751,397

14,276,539

1,653,624 95.0 1.00 15,709

1,049,160 95.0 0.2563 255,455

0

－

－

－

1302

304

608

10 F

2

9

8

10

848.09 78.3 664.24 1,149,904
1,653,624

1,049,160

×

商業
地区計画等
準防

宅地-4大野城(県) －5 1



項　目

× ％

(3)-5 総費用算出内訳

項　目

①修繕費　　　　　　　　　

②維持管理費　　　　　　　

③公租公課　　　　　　　　

④損害保険料　　　　　　　

土地

建物

⑤建物等の取壊費用の積立金

⑥その他費用　　　　　　　

⑦総費用　　　　　　　　　
　①～⑥　　　

(3)-6 基本利率等

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合（躯体価格÷建物等価格）

④ｃ：設備割合（設備価格÷建物等価格）

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7 建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

①×②

(3)-8 土地に帰属する純収益

①総収益

②総費用

③純収益　①－②

④建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益　③－④

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

　　　　　⑤×α

(3)-9 土地の収益価格　　　　 　 　還元利回り(r-g) ％

円

査　定　額

円

算　出　根　拠

× ％

× ％ × ／ 1000

（ 円／㎡ ） （経費率 ％ ）

⑥ｇ：賃料の変動率

⑦ｎ ：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎ ：設備の経済的耐用年数

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

％

年

％

％

％

年

年

円

円

円／㎡)(

円／㎡× ㎡×(100％+ ％)

設計監理料率

× ％ + × ％ +

躯体部分 設備部分

円

円

円

円

円

円

円／㎡ ）

円／㎡ ）

（

（

実額相当額 算 出 根 拠

a

c

円

円

円

円

円

円

円

× ％

× ％

③ｂ：仕上割合（仕上価格÷建物等価格） ⑧ｎ ：仕上の経済的耐用年数b 年％

× ％

仕上部分

740,000

1,502,794

148,000,000 0.5

15,027,936 10.0

105,300 査定額

1,184,000 148,000,000 50.0 16.00

148,000 148,000,000 0.10

148,000 148,000,000 0.10

0

3,828,094 17,166 26.3

4.5

40

40

20

1.5

0.4

50

30

15

0.9332

148,000,000

0.0606

169,000 848.09 3.00

0.0474 40 0.0587 0.090840 20

8,968,800

40,219

14,547,703

3,828,094

10,719,609

8,968,800

1,750,809

1,633,855

7,327

4.1

39,850,122 179,000

宅地-5大野城(県) －5 1



別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼共同住宅 中層店舗兼共同住宅と低
層店舗が混在する駅に近
い商業地域

白木原200 m

特記すべき事項はない。 ２６ｍ県道 白木原駅　西方200 m

　大野城市では、賃貸マンションが立地可能な駅前等で商業地需要が
旺盛である。高架化事業に伴う駅周辺整備も期待されている。

駅に近い利便性の良い商業地であり、投資物件としての需要が強く、
希少性も相俟って、地価は大きく上昇している。

　個別的要因に変動はない。

　白木原駅に近く利便性が高い商業地域であり、賃貸マンションの高い需要が認められる。地域要因に特段の変
動はないが、投資利回りの下落傾向から、地価は今後も上昇傾向で推移するものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

　以上のとおり、２試算価格が得られた。比準価格は市場性を反映した実証的な試算価格である。一方、収益価格は収
益性に着目した試算価格であり、商業地の評価において重視すべき価格であるが、試算の過程において想定要素が介在
するため、規範性が相対的に劣る。したがって、比準価格を重視し、収益価格を比較考量し、指定基準地との検討を踏
まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

　同一需給圏は、西鉄及びＪＲの鉄道沿線を中心とする商業地域であり、大野城市のほか、春日市等隣接市町にも及ぶ
。主たる需要者は、賃貸マンション等、収益目的の不動産業者や個人投資家等である。利便性の高い駅周辺の賃貸マン
ションは、投資需要が旺盛であり、利回りの低下から地価も上昇が続いている。需要の中心となる価格帯は画地規模に
より異なるが、土地で５，０００万円から１０，０００万円前後と見られる。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

大野城(県) －5 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

大野城(県)　5 － 2 福岡県 福岡第５ 不動産鑑定士 槇　由紀

株式会社福岡山ノ手鑑定舎

令和 元 6 24

令和 元 7 8

（その他）

大野城市白木原１丁目２３３番２２
｢白木原１―１１―４｣

266

1：2 ＲＣ 5

北西26 m

県道

水道、

ガス、

下水

商業
(80,400)
準防

地区計画等

50 20 15 15 中層店舗兼共同住宅地

10 25 250 長方形

商業
(80,400)
地区計画等

中層店舗兼共同住宅地 ない

232,000

199,000

／

／

平成31 160,000

61,200,000 230,000

□ □

大野城(県) 5 1

195,000

115.4

100.0 97.9

100.0
230,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-5.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

□ □

□ □

■
198,000

+16.2



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容
イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

大野城１Ｃ

春日１Ｃ

春日１Ｃ

大野城１Ｃ

大野城市

春日市

春日市

大野城市

更地

貸家
建付
地

建付
地

貸家
建付
地

長方形

ほぼ長
方形

正方形

長方形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

宅地-2大野城(県) －5 2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

232,000

219

北東8 m市道 １住居
(60,200)

+1.28

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

155,313 100.0

110.2

／  100.0 171,155 73.9 231,604 232,000

-5.0 -4.0 -10.0

-10.0 0.0

100.0

232,000

1307

北西28 m県道 商業
(80,400)

+1.35

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

207,910

100.0

109.5

100.0 100.0 227,661 98.0 232,307 232,000

0.0 -2.0 0.0

0.0 0.0

100.0

232,000

9

南東18.5 m市道
南西4.2 m

角地

１住居
(70,200)
高度地区1種最高20m

+0.30

0.0 0.0 0.0

+6.1 0.0 0.0

174,611 100.0

101.5

100.0 106.1 167,041 73.4 227,576 228,000

0.0 -4.0 -15.0

-10.0 0.0

100.0

232,000

1406

西5 m市道 １住居
(60,200)

+0.52

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

183,857

100.0

103.1

100.0 100.0 189,557 66.1 286,773 287,000

-10.0 -4.0 -15.0

-10.0 0.0

100.0

232,000



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地
事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場
⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

宅地-3大野城(県) －5 2

(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□

■

17,196,070 3,771,932 13,424,138 11,150,400 2,273,738
0.9549

2,171,192

4.5 0.4

4.1

52,955,902 199,000

□

□

■ 既成市街地のため

□□□ ■



(3)-2 想定建物の状況

①用　　途 ②建築面積          （㎡） ③構造・階層 ④延床面積                    （㎡）

⑤公法上の規制等

用途地域等　　　 基準建蔽率等 指定容積率 基準容積率等 地積 間口・奥行 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：
      ｍ×      ｍ㎡％％％

⑥想定建物の概要 ⑦有効率

の理由

(3)-3 総収益算出内訳

階層

～

計

②床面積

(㎡)

③有効

率　

(％)

④有効面積

(㎡)

⑤1㎡当たり月額

支払賃料

(円)

⑥月額支払賃料

(円)

⑦a保証金等(月数)

⑦b権利金等(月数)

⑧a保証金等　 (円)

⑧b権利金等　 (円)

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益(空室損失考慮後)

⑯権利金等の運用益及び償却額(空室損失考慮後)

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

⑱総収益　　　⑭+⑮+⑯+⑰

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　　（　）内は支払賃料

NO

ａ

ｂ

ｃ

①事例番号 ②事例の実際
実質賃料　
　（円／㎡）

( )

( )

( )

③事情補
正

④時点修
正

⑤標準化
補正　

⑥建物格
差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
格差修正

⑨査定実質賃料
(円/㎡)

対象基準階の　
月額実質賃料

円/㎡

月額支払賃料

円/㎡)(

基準階 Ｆ Ｂ

円＝× 12ケ月

償却年数( 年)　　運用利回り( ％)

( 円/㎡)

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

％

ｍ

大野城（賃）
１Ｃ

大野城（賃）
１Ｃ

ｍ

１階は駐車場、２階は店舗、３～７階は１ＤＫ住戸
平均約３８㎡（２０戸）を想定

①用途

円

⑩a共益費(管理費) 円/㎡ × ㎡×12ケ月＝ 円

⑩b共益費(管理費)の算出根拠

円/台 × 台×12ケ月 ＝ 円

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率Ａ(％)＋（⑪×空室率Ｂ（％））

円 × ％

円

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円

円 × ％ × ％ ＝ 円

円 × ％ × ＝ 円

⑰その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円 × ％ × ％ ＝ 円

円

～

～

～

～

円 ％ ＝＋

⑩基準地基準階の賃料

店舗兼共同住宅 160.00

80 400 400 266 12.0 25.0

1,020.00ＲＣ

26.0県道

構造・用途から標準的83.9

駐車場

店舗

共同住宅

40.00

160.00

160.00

20.00

60.0

95.0

96.00

152.00

2,120

1,570

203,520

238,640

6.0

1.0

1,221,120

238,640

1.0 238,640

1

敷金にて担保されているため計上しない

17,196,070 64,647

1,430

1,509

1,400

1,477

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

92.0

97.0

98.0

96.0

100.0

100.0

1,586

1,620

1,603

1,570

3

1,396,720 16,760,640

共益費を別途授受する慣行はないため、計上しない

＋

4 1.00

0

10,000 8 960,000

0

16,760,640 5.0

838,032

16,882,608

2,414,320 95.0 1.00 22,936

1,193,200 95.0 0.2563 290,526

0

－

－

－

204

1302

7 F

2

3

2

7

1,020.00 83.9 856.00 1,396,720
2,414,320

1,193,200

×

商業
地区計画等
準防

宅地-4大野城(県) －5 2



項　目

× ％

(3)-5 総費用算出内訳

項　目

①修繕費　　　　　　　　　

②維持管理費　　　　　　　

③公租公課　　　　　　　　

④損害保険料　　　　　　　

土地

建物

⑤建物等の取壊費用の積立金

⑥その他費用　　　　　　　

⑦総費用　　　　　　　　　
　①～⑥　　　

(3)-6 基本利率等

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合（躯体価格÷建物等価格）

④ｃ：設備割合（設備価格÷建物等価格）

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7 建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

①×②

(3)-8 土地に帰属する純収益

①総収益

②総費用

③純収益　①－②

④建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益　③－④

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

　　　　　⑤×α

(3)-9 土地の収益価格　　　　 　 　還元利回り(r-g) ％

円

査　定　額

円

算　出　根　拠

× ％

× ％ × ／ 1000

（ 円／㎡ ） （経費率 ％ ）

⑥ｇ：賃料の変動率

⑦ｎ ：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎ ：設備の経済的耐用年数

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

％

年

％

％

％

年

年

円

円

円／㎡)(

円／㎡× ㎡×(100％+ ％)

設計監理料率

× ％ + × ％ +

躯体部分 設備部分

円

円

円

円

円

円

円／㎡ ）

円／㎡ ）

（

（

実額相当額 算 出 根 拠

a

c

円

円

円

円

円

円

円

× ％

× ％

③ｂ：仕上割合（仕上価格÷建物等価格） ⑧ｎ ：仕上の経済的耐用年数b 年％

× ％

仕上部分

920,000

886,032

184,000,000 0.5

17,720,640 5.0

125,900 査定額

1,472,000 184,000,000 50.0 16.00

184,000 184,000,000 0.10

184,000 184,000,000 0.10

0

3,771,932 14,180 21.9

4.5

40

40

20

1.0

0.4

50

30

15

0.9549

184,000,000

0.0606

175,000 1,020.00 3.00

0.0474 40 0.0587 0.090840 20

11,150,400

41,919

17,196,070

3,771,932

13,424,138

11,150,400

2,273,738

2,171,192

8,162

4.1

52,955,902 199,000
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別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等　　

③形状

①範囲　　　　

④敷地の利用の現 ⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況 ⑦供給 ⑧主要な交通施設との

⑨法令上の規制等

(2)

近

隣

地

域

③標準的画地の形状等

④地域的特性　

⑤地域要因の将

(3)最有効使用の判定　

東 ｍ、西 南 北ｍ、 ｍｍ、 ②標準的使用

間口　約 ｍ、 奥行　約 ｍ、 規模 ㎡程度、 形状

特記

事項

街

路

②地積

（㎡） ( )

処理施
設状況

交通

施設

法令

規制

取引事例比較法

収益還元法　　

原価法　　　　

比準価格

収益価格

積算価格

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(4)対象基準地
　 の個別的要

①　代表標準地　　標準地

標準地番号

⑦

内

訳

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

　接近の状況　　　　

　来予測

況

(5)鑑定評価の手法
　 因

(8)

公規価

示準格

価と

格し

をた

(9)

指か

定ら

基の

準検

地討

(10)

対年ら

象標の

基準検

準価討

地格

の等

前か

①指定基準地番号

－

公示価格

円／㎡

－

円／㎡

前年指定基準地の価格

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の規準価格

②時点 ③標準化 ⑤個別的 ⑥対象基準地
　修正 　補正 　要因の

　比較 　（円／㎡）

100

][

][

100

④地域要
　因の比
　較　　

][

100

100

][

　の比準価格
⑦

内

訳

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

標

準

化

補

正

　街路

　交通

　環境

　画地

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

地

域

要

因

　街路

　交通

　環境

　行政

その他

①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗 店舗、営業所等が建ち並
ぶ国道沿いの路線商業地
域

春日原1.7 ㎞

特にない ４５ｍ国道 春日原駅北東方1.7 ㎞

人口は微増傾向にあり、利便性に優れた駅周辺のマンション用地需要
は特に強含みであり、市内の地価は総じて上昇傾向にある。

交通量の多い国道沿いの路線商業地域であるため競争力は高く、供給
不足も相まって、地価は上昇基調にある。

個別的要因に変動はない。

ＩＣへ接続する国道沿いに郊外型店舗が建ち並ぶほか、営業所等も見られる路線商業地域であり、当面、現在の
用途を維持する。交通量が多いため、需要は強含みで推移しており、地価水準は、引き続き上昇基調にある。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

収益価格は主たる需要者の重要な意思決定要素であるが、元本と賃料の関係が不完全であることから、やや低位に試算
された。比準価格は、同一路線の事例を採用し、的確な補修正を施して求められ、市場性を適正に反映した価格となっ
た。以上より、本件においては、比準価格を標準とし、収益価格を比較考量し、指定基準地価格との均衡、同一需給圏
内の推移及び動向等を考慮のうえ、上記のとおり、鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は大野城市内及び隣接する博多区・春日市・太宰府市内の路線商業地域である。需要者の中心は県内外の店
舗・営業所等を経営する法人等である。企業の投資需要は相変わらず堅調であるため、周辺では新規出店も散見される
。また供給不足により、特に、駐車場を広く確保できる面大地の希少性が高まっており、相場より高値での取引も目立
つ。中心価格帯は規模等により把握しづらいが、７５０坪で約３．２～３．５億のレンジと推定する。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

大野城(県) －5 3

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 元

令和 元 7 1

令和 元 8 5

大野城(県)　5 － 3 福岡県 福岡第５ 不動産鑑定士 横山　裕

㈱不動産アドバイザリー

令和 元 6 25

令和 元 7 5

（その他）

大野城市御笠川２丁目５番３ほか１筆
｢御笠川２－５－２｣

2,418

1.2：1 ＳＲＣ 3

北東45 m

国道

水道、

下水

準工
(60,200)

150 50 100 300 郊外型低層店舗地

45 45 2,000 ほぼ長方形

準工
(60,200)

郊外型低層店舗地 ない

138,000

97,500

／

／

平成31 100,000

326,000,000 135,000

□ □

大野城(県) 5 1

195,000

115.4

100.0 164.3

100.0
137,000

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

-8.0

+4.0

+70.0

+1.0

0.0

□ □

□ □

■
123,000

+9.8



(1)比準価格算定内訳

３　試算価格算定内訳

NO ①取引事
　例番号

-

②所在及び地番並びに「住居表示
　」等

③取引時
　点　　

④類 ⑤地積
（㎡）

( )

⑥画地
の形状

⑦接面道路の ⑧主要交通施 ⑨法令上の規

-

-

-

( )

( )

( )

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

( )

ｅ

-

⑩取引価格　
　（円／㎡）

⑪事情補 ⑫時点修
　正　　

⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正　

⑮推定価格　
　（円／㎡）

⑯地域要
因の比較

100

[ ］

⑰推定標準価
格（円／㎡）

⑱個別的要因の
　比較　　　　

街路　　　

交通・

環境　　　

画地　　　

行政　　　

その他　　

⑲査定価格　
　（円／㎡）

100

[ ］

　正　　

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］100

[ ］ 100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

100

[ ］

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ア事情
の内容
イ月率
変動率

街路

画地

ウ標準化補正の内訳

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路

画地

交通・接近

行政　　　

環境　

その他

％／月

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

街路 交通・接近 環境　

行政 その他　　

エ地域要因の比較の内訳NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

オ比準価格決定の理由 〔比準価格： 円／㎡〕

　型

接近

太宰府１Ｃ

太宰府３１
Ｋ

太宰府１Ｃ

志免３１Ｋ

太宰府市

太宰府市

太宰府市

糟屋郡志免町

貸家
建付
地

貸家
建付
地

貸家
建付
地

更地

不整形

ほぼ整
形

ほぼ整
形

長方形

状況 設の状況 制等

( )

( )

( )

( )

( )

正常

正常

正常

正常

宅地-2大野城(県) －5 3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

138,000

1114

南20 m国道
北東4 m

角地

１住居
(70,200)

+0.70

0.0 0.0 0.0

+1.0 0.0 0.0

91,303

100.0

102.8

100.0 101.0 92,930 72.1 128,890 129,000

-5.0 +4.0 -27.0

0.0 0.0

100.0

138,000

1219

北40 m国道
東6.5 m
南6 m
三方路

１住居
(70,200)
高度地区最高20m

+0.69

0.0 0.0 0.0

+7.0 0.0 0.0

116,686

100.0

107.6

100.0 107.0 117,340 86.7 135,340 135,000

0.0 +2.0 -15.0

0.0 0.0

100.0

138,000

1111

北東14 m県道 準住居
(60,200)

+0.70

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

102,720

100.0

103.5

100.0 100.0 106,315 74.1 143,475 143,000

-6.0 +1.0 -22.0

0.0 0.0

100.0

138,000

1311

北西25 m町道
北東6 m

角地

２住居
(70,200)
高度地区1種最高20m

+0.97

0.0 0.0 0.0

+3.0 0.0 0.0

120,062 100.0

110.7

／  103.0 129,038 87.3 147,810 148,000

-4.0 +1.0 -10.0

0.0 0.0

100.0

138,000



(3)収益価格算定内訳

直

接

法

①総収益

（円）

⑧収益価格

②総費用

（円）

③純収益

（円）

④建物に帰属する
　純収益

（円）

⑤土地に帰属する
　純収益

（円）

⑥未収入期間修正
　後の純収益　　

（円）

⑦還元利回り

(r-g)

(    ‐    )

％

(         )

円 （              　円／㎡）

収益還元法が適用
できない場合その
理由　　　　　　

(2)積算価格算定内訳

(2)-1　　原価法が適用できない場合その理由

(2)-2　　造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

①造成事例番号

③素地の取得価格

　　　（円／㎡）

100

[ ]

⑪付帯費用　　　

　　　（円／㎡）

100

[ ]

－ ②所在及び地番

④事情補正

⑫標準化補正

⑤時点修正

⑬時点修正

⑥素地の補修正後
　の価格　　　　　　

⑭付帯費用の補修
　正後の価格　　　　

　　  （円／㎡）

⑦造成工事費　　　

⑮有効宅地化率で
　除した価格　　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

⑧標準化補正

⑯地域要因の比
　較　

⑨時点修正

⑰個別的要因の
　比較

⑩造成工事費の補
　修正後の価格　　　

⑱再調達原価　　　

　　　（円／㎡）

　　　（円／㎡）

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

⑳積算価格 円／㎡⑲熟成度修正 [      ] / 100

内訳

素
地
事情の
内容

月率変動率

％／月

造

成

工

事

費

標準化補正 月率変動率 付

帯

費

用

標準化補正 月率変動率

％／月 ％／月

地域要因の比較 街路 交通・接近   環境 行政 その他

( ％)

　できなかった場
⑨収益価格が試算

　合その理由

　　  （円／㎡）

(3)-1 収益還元法(直接法)の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由
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(4)-1　開発法の適用　 　する　 　しない

(4)開発法による価格算定内訳

開発法を適用する場合の理由

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和 ③投下資本収益率 ④販売単価（住宅）⑤分譲可能床面積 ⑥建築工事費 ⑦延床面積

（円） （円） （％） （円／㎡） （㎡） （円／㎡） （㎡）

⑧開発法による価格 円 （                    　円／㎡）

以下、開発法適用の場合は、宅地－６　(4)-２へ

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４　(3)-２へ

□

□

■

38,495,520 7,828,200 30,667,320 20,266,500 10,400,820
0.9746

10,136,639

4.7 0.4

4.3

235,735,791 97,500

□

□

■ 既成市街地のため、原価法は適用できない。

□□□ ■



(3)-2 想定建物の状況

①用　　途 ②建築面積          （㎡） ③構造・階層 ④延床面積                    （㎡）

⑤公法上の規制等

用途地域等　　　 基準建蔽率等 指定容積率 基準容積率等 地積 間口・奥行 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：
      ｍ×      ｍ㎡％％％

⑥想定建物の概要 ⑦有効率

の理由

(3)-3 総収益算出内訳

階層

～

計

②床面積

(㎡)

③有効

率　

(％)

④有効面積

(㎡)

⑤1㎡当たり月額

支払賃料

(円)

⑥月額支払賃料

(円)

⑦a保証金等(月数)

⑦b権利金等(月数)

⑧a保証金等　 (円)

⑧b権利金等　 (円)

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益(空室損失考慮後)

⑯権利金等の運用益及び償却額(空室損失考慮後)

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

⑱総収益　　　⑭+⑮+⑯+⑰

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　　（　）内は支払賃料

NO

ａ

ｂ

ｃ

①事例番号 ②事例の実際
実質賃料　
　（円／㎡）

( )

( )

( )

③事情補
正

④時点修
正

⑤標準化
補正　

⑥建物格
差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
格差修正

⑨査定実質賃料
(円/㎡)

対象基準階の　
月額実質賃料

円/㎡

月額支払賃料

円/㎡)(

基準階 Ｆ Ｂ

円＝× 12ケ月

償却年数( 年)　　運用利回り( ％)

( 円/㎡)

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ] 100

[ ] 100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

100

[ ]

％

ｍ

大野城（賃）
３１Ｋ

大野城（賃）
１Ｃ

ｍ

一棟貸しの店舗を想定。

①用途

円

⑩a共益費(管理費) 円/㎡ × ㎡×12ケ月＝ 円

⑩b共益費(管理費)の算出根拠

円/台 × 台×12ケ月 ＝ 円

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率Ａ(％)＋（⑪×空室率Ｂ（％））

円 × ％

円

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円

円 × ％ × ％ ＝ 円

円 × ％ × ＝ 円

⑰その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円 × ％ × ％ ＝ 円

円

～

～

～

～

円 ％ ＝＋

⑩基準地基準階の賃料

店舗 900.00

60 200 200 2,418 56.0 46.0

2,000.00Ｓ

45.0国道

一棟貸しであるため。100.0

店舗 2,000.00 100.0 2,000.00 1,680 3,360,000
6.0 20,160,000

1 2

敷金等により担保されているので計上しない

38,495,520 15,920

1,499

1,648

1,496

1,645

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

92.0

95.0

100.0

100.0

1,629

1,735

1,688

1,680

1

3,360,000 40,320,000

共益費を別途授受する慣行はないため、計上しない

＋

0

0

0

40,320,000 5.0

2,016,000

38,304,000

20,160,000 95.0 1.00 191,520

0

0

－

－

－

1417

1401

2 F

2,000.00 100.0 2,000.00 3,360,000
20,160,000

×

準工
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項　目

× ％

(3)-5 総費用算出内訳

項　目

①修繕費　　　　　　　　　

②維持管理費　　　　　　　

③公租公課　　　　　　　　

④損害保険料　　　　　　　

土地

建物

⑤建物等の取壊費用の積立金

⑥その他費用　　　　　　　

⑦総費用　　　　　　　　　
　①～⑥　　　

(3)-6 基本利率等

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合（躯体価格÷建物等価格）

④ｃ：設備割合（設備価格÷建物等価格）

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7 建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

①×②

(3)-8 土地に帰属する純収益

①総収益

②総費用

③純収益　①－②

④建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益　③－④

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

　　　　　⑤×α

(3)-9 土地の収益価格　　　　 　 　還元利回り(r-g) ％

円

査　定　額

円

算　出　根　拠

× ％

× ％ × ／ 1000

（ 円／㎡ ） （経費率 ％ ）

⑥ｇ：賃料の変動率

⑦ｎ ：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎ ：設備の経済的耐用年数

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

％

年

％

％

％

年

年

円

円

円／㎡)(

円／㎡× ㎡×(100％+ ％)

設計監理料率

× ％ + × ％ +

躯体部分 設備部分

円

円

円

円

円

円

円／㎡ ）

円／㎡ ）

（

（

実額相当額 算 出 根 拠

a

c

円

円

円

円

円

円

円

× ％

× ％

③ｂ：仕上割合（仕上価格÷建物等価格） ⑧ｎ ：仕上の経済的耐用年数b 年％

× ％

仕上部分

1,475,000

1,209,600

295,000,000 0.5

40,320,000 3.0

2,193,600 査定額

2,360,000 295,000,000 50.0 16.00

295,000 295,000,000 0.10

295,000 295,000,000 0.10

0

7,828,200 3,237 20.3

4.7

40

30

30

0.5

0.4

40

25

15

0.9746

295,000,000

0.0687

143,000 2,000.00 3.00

0.0529 40 0.0662 0.092130 30

20,266,500

8,382

38,495,520

7,828,200

30,667,320

20,266,500

10,400,820

10,136,639

4,192

4.3

235,735,791 97,500
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